
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細

（単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 9¶971¶888 891¶418 215¶037 10¶648¶269 3¶320¶526 381¶461 2¶279 ` ` 7¶325¶463

構 築 物 1¶007¶080 43¶714 2¶611 1¶048¶183 617¶289 32¶530 958 ` ` 429¶935

工具器具備品 616¶358 208¶096 55¶861 768¶593 327¶083 79¶111 ` ` ` 441¶510

計 11¶595¶327 1¶143¶229 273¶510 12¶465¶046 4¶264¶898 493¶103 3¶238 ` ` 8¶196¶909

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 299¶408 82¶550 3¶789 378¶169 79¶464 24¶845 ` ` ` 298¶705

構 築 物 19¶880 6¶898 ` 26¶778 5¶501 1¶681 ` ` ` 21¶276

機 械 装 置 137¶786 4¶131 ` 141¶918 110¶757 15¶111 ` ` ` 31¶160

工具器具備品 3¶978¶884 1¶073¶999 231¶239 4¶821¶644 3¶006¶652 739¶931 ` ` ` 1¶814¶991

図 書 1¶110¶667 74¶331 6¶151 1¶178¶847 ` ` ` ` ` 1¶178¶847

車 両 運 搬 具 9¶900 ` ` 9¶900 9¶900 ` ` ` ` 0

計 5¶556¶528 1¶241¶910 241¶180 6¶557¶259 3¶212¶277 781¶570 ` ` ` 3¶344¶981

（賃貸等不動産の時価等）
当法人は上富岡町地区、上条町地区に寄宿舎等を有しております。これらの賃貸等不動産の貸借対
照表計上額、当期増減額及び時価は次の通りであります。

（単位：千円）

貸 借 対 照 表 計 上 額
当期末の時価

前期末残高 当期増減額 当期末残高

1¶263¶351 101¶487 1¶364¶838 1¶270¶431

また、賃貸不動産に関する平成22年３月期における収益及び費用等の状況は次の通りであります。
（単位：千円）

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用 そ の 他
（売却損等）

36¶431
(42¶056)
46¶154 `

（注１） 当該賃貸不動産に係る管理業務費用については、実務上把握することが困難なため、賃貸
費用に計上しておりません。

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２） 当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりであります。

取得等による増加（学生宿舎ほか２箇所） 147¶647千円
除却等による減少（学生宿舎ほか１箇所） 593千円

（注３） 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて当法人にて算定した金額（指
標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。
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（注１） 金融商品の時価の算定方法
\ 投資有価証券及び有価証券
これらの時価について、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっておりま
す。

] 現金及び預金、並びに^ 未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

（追加情報）
「「金融商品に関する会計基準」及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」の適用につ
いて」（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課 事務連絡 平成22年４月27日）に留意し、当事業
年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品の
時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しており
ます。

（追加情報）
「「金融商品に関する会計基準」及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」の適用につ
いて」（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課 事務連絡 平成22年４月27日）に留意し、当事業
年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11月28

日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号
平成20年11月28日）を適用しております。
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